





























































































































































































































































































基づくものであるからである。最高裁平成 20 年 5 月 20 日第二小法廷決定も、かかる基礎
づけから理解可能である。 
 最後に、防衛者の防衛行為後の法益侵害防止義務は、本稿の立場からは観念しえない。
不正な侵害に対する防衛者は、負担を負うことなく自己の被攻撃法益を防衛することがで
きるのであり、攻撃阻止のために必要最小限度の行為を行ったにすぎないにもかかわらず、
その後に防衛行為による法益侵害結果を阻止する義務を防衛者に課すことは、不正な侵害
者に対抗する防衛者に正当化されえない負担を課すこととなるからである。 
 
Ⅳ．終わりに 
 本稿では、正当防衛権を制限的に解釈しようとする現在の学説は、具体的な利益衝突状
況における法益の最大化の達成を強調しすぎており、かかる思想は不作為犯において保障
人的地位を限定的に解釈しようという方向性と不整合ではないか、という観点を契機に、
現在の正当防衛学説を批判的に検討した。それにより、緊急避難制度の特殊性を示し、優
越的利益原理に基づく違法性阻却事由論を見直す必要があるのではないか、また、そもそ
も「刑法の任務は法益保護である」という理解を再検討する必要があるのではないか、と
いうことを示唆することができたと思われる。今後は、かかる観点がすでに伏在している
不真正不作為犯における保障人的地位に関する議論をさらに深く検討した上で、刑事違法
性論の検討を行う必要があろう。 
